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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第63期

第１四半期
連結累計期間

第64期
第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 2017年11月１日
至 2018年１月31日

自 2018年11月１日
至 2019年１月31日

自 2017年11月１日
至 2018年10月31日

売上高 (千円) 1,712,200 1,662,150 12,024,714

経常利益又は経常損失(△) (千円) △169,030 △193,285 548,604

親会社株主に帰属する当期純利
益又は親会社株主に帰属する四
半期純損失(△)

(千円) △133,480 △146,865 434,296

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △143,369 △144,503 324,715

純資産額 (千円) 6,314,332 6,604,416 6,782,418

総資産額 (千円) 9,422,513 9,462,036 11,127,255

１株当たり当期純利益又は四半
期純損失(△)

(円) △20.56 △22.62 66.90

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.0 67.7 59.2
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　第63期第１四半期連結累計期間及び第64期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、１株当たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第63期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　売上高には、消費税等は含まれておりません。

５　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っており

ます。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、設備投資の増加や個人消

費の持ち直しが見られるなど、緩やかな回復基調が継続しておりましたが、企業の人手不足感や通商問題の動向が

海外経済に与える影響等が懸念され、先行きは依然として不透明な状況で推移しました。

　このような状況のなか、当社グループは、各事業との連携を強化するとともに、地域に密着した幅広い顧客に対

する提案営業を推進し、独自商品及び主力商品の拡販並びに新たな販路の開拓に取り組んでまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は１６億６千２百万円（前年同期比２．９％減）となりました。

利益面につきましては、営業損失は２億２千３百万円（前年同期は営業損失２億１百万円）、経常損失は１億９千

３百万円（前年同期は経常損失１億６千９百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は１億４千６百万円（前

年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失１億３千３百万円）となりました。

 

当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の経営成績については、以下のとおりであります。

 

〔緑化関連薬剤・資材事業〕

緑化関連薬剤・資材事業につきましては、冬季の主力商品である樹幹注入剤や資材の販売に注力し、また高

速道路・鉄道等の緑地管理分野の薬剤販売は堅調に推移しましたが、第１四半期連結累計期間は緑化関連薬剤

の不需要期に当たることから、当事業の売上高は１０億２千６百万円（前年同期比２．７％減）、営業損失は

１億６千１百万円（前年同期は営業損失１億３千万円）となりました。 

 

〔産業用薬品事業〕

産業用薬品事業につきましては、ティッシュペーパーやトイレットペーパー等の家庭紙製造に使用される剥

離・コーティング剤、また工程助剤であるスライムコントロール剤は順調に推移しましたが、異物除去剤、パ

ルプ剤は低調に推移しました。この結果、当事業の売上高は４億４千万円（前年同期比１．３％減）、営業利

益は３千４百万円（前年同期比１１．３％増）となりました。

 

〔土木緑化工事事業〕

土木緑化工事事業につきましては、ゴルフ場の改造工事や公園・施設の改修工事及び道路等の緑地帯の年間

維持管理の受注は堅調に推移しましたが、公共工事においては第2四半期連結会計期間に完成する物件が集中す

るため、完成工事高は低調に推移しました。この結果、当事業の売上高は８千３百万円（前年同期比１７．

４％減）、営業損失は２千２百万円（前年同期は営業損失２千２百万円）となりました。 

 

〔その他〕

その他事業につきましては、保険代理業、リース業及び食品添加物の販売等であり、当事業の売上高は１億

１千１百万円（前年同期比１．７％増）、営業利益は２千３百万円（前年同期比２．２％減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は９４億６千２百万円で、前連結会計年度末に比べ１６億６千５百万円の
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減少となりました。

 これは、流動資産が１６億７千万円の減少、固定資産が５百万円の増加によるものです。

 負債は２８億５千７百万円で、前連結会計年度末に比べ１４億８千７百万円の減少となりました。

　これは、流動負債が１４億２千８百万円の減少、固定負債が５千８百万円の減少によるものです。

　純資産は６６億４百万円で、前連結会計年度末に比べ１億７千８百万円の減少となりました。

　この結果、自己資本比率は６７．７％となりました。

 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社が定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４千６百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2019年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年３月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,691,300 6,691,300
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株で
あります。

計 6,691,300 6,691,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2019年１月31日 ― 6,691,300 ― 1,102,428 ― 1,328,851
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(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2018年10月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2018年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 199,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

64,883 ―
 6,488,300

単元未満株式
普通株式

― ―
 3,400

発行済株式総数 6,691,300 ― ―

総株主の議決権 ― 64,883 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株(議決権12個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式81株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2018年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社理研グリーン

東京都台東区東上野４丁
目８－１

199,600 ― 199,600 2.98

計 ― 199,600 ― 199,600 2.98
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2018年11月１日から2019年

１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年11月１日から2019年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、芙蓉監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,376,420 2,904,573

  受取手形及び売掛金 2,826,294 1,636,839

  リース投資資産 165,663 159,964

  商品及び製品 1,169,801 1,289,599

  仕掛品 5,903 15,632

  原材料及び貯蔵品 184,329 120,339

  未成工事支出金 225,931 380,602

  その他 298,966 57,923

  貸倒引当金 △65,914 △48,607

  流動資産合計 8,187,397 6,516,866

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 1,236,998 1,236,998

   その他（純額） 560,919 545,871

   有形固定資産合計 1,797,917 1,782,869

  無形固定資産   

   のれん 41,026 38,613

   ソフトウエア 97,283 97,302

   その他 8,877 5,335

   無形固定資産合計 147,187 141,251

  投資その他の資産   

   投資有価証券 174,128 168,327

   リース投資資産 226,196 214,550

   ゴルフ会員権 217,697 216,547

   その他 557,495 601,847

   貸倒引当金 △180,765 △180,225

   投資その他の資産合計 994,752 1,021,047

  固定資産合計 2,939,857 2,945,169

 資産合計 11,127,255 9,462,036
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2019年１月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 2,405,774 1,286,786

  1年内返済予定の長期借入金 111,136 69,472

  リース債務 164,576 158,752

  未払法人税等 70,545 26,713

  賞与引当金 187,489 87,723

  その他 476,855 358,616

  流動負債合計 3,416,376 1,988,063

 固定負債   

  リース債務 237,015 228,634

  役員退職慰労引当金 110,425 74,493

  退職給付に係る負債 531,905 527,726

  その他 49,113 38,700

  固定負債合計 928,460 869,555

 負債合計 4,344,836 2,857,619

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,102,428 1,102,428

  資本剰余金 1,328,851 1,328,851

  利益剰余金 4,173,195 3,993,871

  自己株式 △51,276 △51,276

  株主資本合計 6,553,198 6,373,874

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 34,167 30,758

  その他の包括利益累計額合計 34,167 30,758

 非支配株主持分 195,051 199,783

 純資産合計 6,782,418 6,604,416

負債純資産合計 11,127,255 9,462,036
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
　至 2018年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
　至 2019年１月31日)

売上高 1,712,200 1,662,150

売上原価 1,248,728 1,215,438

売上総利益 463,471 446,712

販売費及び一般管理費 664,609 669,837

営業損失（△） △201,138 △223,125

営業外収益   

 受取利息 460 463

 受取配当金 7,675 4,200

 受取賃貸料 2,223 2,386

 貸倒引当金戻入額 19,970 17,846

 雑収入 2,118 5,732

 営業外収益合計 32,447 30,629

営業外費用   

 支払利息 307 140

 雑損失 32 649

 営業外費用合計 339 789

経常損失（△） △169,030 △193,285

特別利益   

 固定資産売却益 - 999

 保険解約返戻金 4,681 -

 受取保険金 - 764

 特別利益合計 4,681 1,764

特別損失   

 固定資産廃棄損 0 -

 ゴルフ会員権評価損 - 150

 ゴルフ会員権売却損 240 -

 特別損失合計 240 150

税金等調整前四半期純損失（△） △164,588 △191,670

法人税等 △37,425 △51,144

四半期純損失（△） △127,163 △140,526

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,317 6,339

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △133,480 △146,865
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
　至 2018年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
　至 2019年１月31日)

四半期純損失（△） △127,163 △140,526

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △16,206 △3,977

 その他の包括利益合計 △16,206 △3,977

四半期包括利益 △143,369 △144,503

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △149,123 △150,274

 非支配株主に係る四半期包括利益 5,754 5,771
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第１四半期連結累計期間

(自 2018年11月１日 至 2019年１月31日)

１．税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
 

 

(追加情報)

　
当第１四半期連結累計期間

(自 2018年11月１日 至 2019年１月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自 2017年11月１日 至 2018年１月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自 

2018年11月１日 至 2019年１月31日)

当社グループの緑化関連薬剤・資材事業の販売はその商品性により第１四半期連結会計期間は不需要期にあたり

ます。そのため第１四半期連結会計期間は、その他の四半期連結会計期間と比べて、売上高は著しく減少すると

いった季節的要因があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
至 2018年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
至 2019年１月31日)

減価償却費 17,078千円 27,358千円

のれんの償却額 3,912 〃  2,412〃
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2017年11月１日 至 2018年１月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年１月23日
定時株主総会

普通株式 32,460 5.00 2017年10月31日 2018年１月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2018年11月１日 至 2019年１月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年１月23日
定時株主総会

普通株式 32,458 5.00 2018年10月31日 2019年１月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2017年11月１日 至 2018年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

緑化関連
薬剤・
資材事業
(千円)

産業用薬品
事業
(千円)

土木緑化
工事事業
(千円)

その他
(千円)
(注)１

調整額
(千円)
(注)２

四半期連
結損益計
算書
(千円)
(注)３

　　売上高       

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,055,024 446,305 101,018 109,852 ― 1,712,200

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,782 ― ― 5,379 △8,161 ―

計 1,057,806 446,305 101,018 115,231 △8,161 1,712,200

　　セグメント利益又は
　　損失(△)

△130,971 30,844 △22,669 24,164 △102,504 △201,138
 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業・リース業及び食品添加

物の販売等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△102,504千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2018年11月１日 至 2019年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

緑化関連
薬剤・
資材事業
(千円)

産業用薬品
事業
(千円)

土木緑化
工事事業
(千円)

その他
(千円)
(注)１

調整額
(千円)
(注)２

四半期連
結損益計
算書
(千円)
(注)３

　　売上高       

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

1,026,396 440,546 83,452 111,754 ― 1,662,150

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3,290 ― 1,450 5,832 △10,572 ―

計 1,029,687 440,546 84,902 117,586 △10,572 1,662,150

　　セグメント利益又は
　　損失(△)

△161,993 34,324 △22,111 23,636 △96,980 △223,125
 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業・リース業及び食品添加

物の販売等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△96,980千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2017年11月１日
至 2018年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2018年11月１日
至 2019年１月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △20円56銭 △22円62銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円) △133,480 △146,865

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
(△)(千円)

△133,480 △146,865

普通株式の期中平均株式数(株) 6,491,620 6,491,619
 

(注) 前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないこと及び１株当たり四半期純損失のため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年３月６日

株式会社理研グリーン

取締役会  御中

 

芙蓉監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴      木      岳 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴　　木　　信　　行 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社理研グ

リーンの2018年11月１日から2019年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2018年11月１日から2019年

１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2018年11月１日から2019年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社理研グリーン及び連結子会社の2019年１月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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